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（Gerichtsordnung, ₁₇₈₁）₁、 ベ ル ン 民 法 典
（Zivilrecht, ₁₈₃₀）、ノイシャテル商事法（Loi 
sur les matières commerciales, ₁₈₃₃）、ルツェル
ン民法典（Civilgesetzbuch, ₁₈₃₉）、バーゼル
市の組合及び会社に関する₁₈₄₇年₁₂月 ₆ 日法
律（Gesetz über commanditen und anonyme Ge-
sellschaften）₂、ジュネーブの株式会社法（Loi 
sur les sociétés anonymes, ₁₈₄₉）、フリブール
州₁₈₄₉年₁₀月 商 法 典（Code de commerce）、
チューリヒ州₁₈₅₅年 ₇ 月 ₁ 日民法典（Priva-















über Handels- und Verkehrsrecht）₅を提出した
が、これは、連邦レベルの会計法を制定しよ
うとする初めての試みを含んでいた（Käfer 















er［₁₈₆₅］SS.₄₃-₄₉, His ［₁₉₄₀］p.₃₅₉, Käfer
［₁₉₈₁］S.₇₀）。
₁ 　For details, see Amschwand［₁₉₅₃］SS.₇-₈.
₂ 　なお、₁₈₀₈年から、ジュネーブでは、フランス商法典を適用するものとされていた（cf. Bossard［₁₉₈₄］
S.₅₁（Vorbemerukung N.₁₃₀））。




₄ 　スイス連邦成立前の帳簿作成に関する法規定の歴史については、たとえば、Glücksmann ［₁₉₁₃］ SS.₁-
₁₄, His ［₁₉₄₀］ SS.₃₅₈-₃₅₉, Bourquin ［₁₉₇₆］ SS.₄₆-₅₀ und ₅₄-₅₈, Käfer ［₁₉₈₁］ SS.₆₇-₆₈など参照。









Munzinger 委員会は、第 ₂ 草案  ₇を提出した。
第 ₂ 草案には記帳に関する詳細な指針は含め




















邦 債 務 法 典（Bundesgesetz über das Obliga-



















すことはできないものとされ（₆₅₆条 ₂ 項 ₂
号）、市場性ある有価証券には貸借対照表日
前 ₁ ヵ月間の平均市場価格を超えた額を付す
ことはできないものとされ（₆₅₆条 ₂ 項 ₃
号）、棚卸資産は低価法によって評価すべき





₆ 　For details, see Bucher［₁₉₈₄］.








ならびに監査役の監査報告は、遅くとも株主総会の ₈ 日前には株主に開示すべきこととされ（₆₄₁条 ₁
項 ₁ 号）、無記名株式を発行している株式会社の場合には、貸借対照表・損益計算書・監査役報告書を
公報において公告することが求められていた（₆₄₁条 ₁ 項 ₂ 号）。
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über die Revision der Titel ₂₄ bis ₃₃ des Obliga-




































Forstmoser ［₁₉₉₃］p.₁₄₅（§₅, N ₁₈₈））。
₁₁　₁₉₃₆年改正までの改正については、たとえば、Käfer［₁₉₈₁］SS.₇₇-₈₄参照。また、₁₉₃₆年改正に至る
までの過程で検討の対象となった草案については、たとえば、Schindler［₁₉₆₇］SS.₈-₁₀参照。
₁₂　もっとも、細部に至る規定が設けられなかったことを、Zünd は、私法におけるどの条も ₄ つ以上の
項を含むことなく、かつ、それぞれの項は ₁ つの文から成るべきであるとする、スイスの伝統と関連
づけている（Zünd［₁₉₉₀b］p.₂₄）。
₁₃　For details, see e.g. Müller［₁₉₇₉］, Müller［₁₉₈₀］.
₁₄　この原則を巡る議会における議論については、Protokoll der Kommission des Ständerates, VI ₁₉₃₀, 





























る計算書類の公開（Zünd ［₁₉₉₀b］p.₂₅, von 
Greyerz ［₁₉₈₂］S.₂₄₃）₂₁などの問題₂₂が指摘さ
れるようになった（Bundesrat ［₁₉₈₃］SS. ₂₀-
₂₁. See also von Greyerz ［₁₉₈₂］S.₂₂₅, Bürgi
［₁₉₆₄］SS.₂₁₅-₂₁₆, Bürgi［₁₉₆₈］SS.₂₈₀-
₂₈₁, Vischer/Rapp ［₁₉₆₈］SS.₂₇-₃₀, Wüest 
［₁₉₉₂］S.₁₉）。
　₁₉₅₇年には、債務法典改正の動きが始まっ
た が（See e.g. Böckli ［₁₉₈₄］SS.₂₅₇ff., 
₁₅　なお、一般に受け入れられた商事の原則をめぐっては、ドイツにおける正規の簿記の諸原則と共通す
る面が多いというのが、スイスの伝統的な学説であった（e.g. Vourquin［₁₉₇₆］S.₁₃₁, Zogg［₁₉₇₈］
SS.₂₈-₂₉, Müller［₁₉₇₇］SS.₁₃₈-₁₄₀ und ₁₅₁-₁₅₂, Müller［₁₉₈₀］S.₁₈）。他方、Käfer は、債務法典₆₁₁
条 ₂ 項では、ドイツ語の ordnungsmässig の代わりにフランス語の法文では exactement、イタリア語の法











₁₇　秘密積立金をめぐっては、議会において、活発な議論がなされた。Amtliches Stenographisches Bulletin 
der Bundesversammlung, Ständerat, ₁₉₃₁, S.₃₉₁-₃₉₃, Amtliches Stenographisches Bulletin der Bundesversam-
mlung, Nationalrat, ₁₉₃₄, SS.₂₈₂-₂₈₄, Amtliches Stenographisches Bulletin der Bundesversammlung, Ständerat, 
₁₉₃₅, S.₉₁.
₁₈　Amtliches Stenographisches Bulletin der Bundesversammlung, Nationalrat, ₁₉₃₄, SS.₇₉₁-₇₉₃, Amtliches 






積立金に関する情報の開示を拒むことができた。For details, see e.g. Niederer［₁₉₇₂］.
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denten und des Sekretärs der Aribeitgruppe für die 
Überprüfung des Aktienrechtes zum Vorschlag für 
eine Teilrevision des Aktienrechtes）を公表し、
₁₉₇₅年には意見照会に対するコメントを踏ま




















































₂₁　₁₉₁₉年債務法典改正（Vollmachtenbeschluss des Bundesrates vom ₈. Juli ₁₉₁₉ betreffend Abänderung und 
Ergäzung des schweizerischen Obligationenrechts vom ₃₀. März ₁₉₁₁ in bezug auf Aktiengesellschaften, Kom-






₂₃　Amtliches Stenographisches Bulletin der Bundesversammlung, Nationalrat, ₁.₁₀.₁₉₈₅, SS.₁₆₅₇ff.
































































₂₆　EC 会社法第 ₄ 号指令の国内法化にあたって、ドイツが正規の簿記の諸原則を明文化したのと同様で






























































































う 傾 向 が み ら れ る（Schürmann ［₁₉₇₃］
SS.₄₈₈-₄₈₉, Stauder/Feldges/Mülbert ［₁₉₈₄］
SS.₂₆₆-₂₆₇, Weber ［₁₉₈₆］S.₆₃₇）。 こ れ は、
会計規制においても同様であり（e.g. Meier-
Heyoz ［₁₉₈₉］S.₈）、スイスの会計規制は、





























₃₂　スイスにおいては、自由主義的志向がみられることについて、たとえば、Weber［₁₉₈₇］SS. ₂₂ und ₂₄
参照。See also e.g. Hotz［₁₉₈₀］S.₁₇₀, Stauder/Feldges/Mülbert［₁₉₈₄］S.₂₄₆.
₃₃　自主規制には、国による立法に比べ、専門的知見を活用し、国の負担を軽減し、受容されやすくし、
より広範な柔軟性を有するという利点がある（Brunner［₁₉₈₂］SS.₁₁₅-₁₁₈, Weber［₁₉₈₇］S.₂₆. See also 































































₃₆　この団体は、₁₉₂₅年にスイス監査会（Schweizerische Kammer für Revisionswesen）として設立され、
₁₉₈₉年 ₄ 月 ₁ 日からは信託会スイス帳簿専門士・税務専門士・信託専門士会（Treuhand-Kammer Sch-
weizerische Kammer der Bücher-, Steuer- und Treuhandexperten）となり、現在は、信託会スイス経済監査



























































































































































であるとした（Zünd［₁₉₈₃］S.₆₉₅）。See also Schweizerische Treuhand- und Revisionskammer［₁₉₈₃］.







る（Zünd［₁₉₈₆a］p. ₇₀, Bühler［₁₉₈₅］SS. ₆₆-₆₇, Gabriel［₁₉₉₀］SS. ₁₁₀-₁₁₂）。
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筑波法政第₅₃号（₂₀₁₂）
の 財 団（Stiftung für Fachempfehlungen zur 
Rechnungslegung）が設立された。そして、
この財団が、勧告等を策定するスイス会計基














































で あ る と 指 摘 さ れ て い る（Zünd［₁₉₈₃］
SS.₆₉₅-₆₉₆）₅₃。
₄₇　経済事象のダイナミズム、革新的な企業取引、会計の発展の可能性に鑑み、厳格な個別の規定を設け
るのではなく一般条項を設けるにとどめることが適切である（Schweizerische Treuhand- und Revisions-














てさらに高まると指摘していた（Zünd［₁₉₈₅b］p.₂₅₄, Zünd［₁₉₉₀b］p.₃₁）。See also Weber［₁₉₈₇］S.₃₁.
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であると考えられている（BGE ₁₃₅ II ₃₈, 
E.₄.₅. Marti ［₂₀₀₀］S.₅₆₉, Waldmann ［₂₀₀₅］
SS.₂₃₀-₂₃₁, Bundesamt für Justiz ［₂₀₀₇］S.₃₄₄
（Rz.₈₄₂））₅₈。しかし、会計基準委員会は、公
法上の任務を遂行する者ではない（Zünd 
［₁₉₈₃］S.₆₉₆. See also Weber ［₁₉₈₇］S.₃₀）。
また、私的組織（業界団体など）が定めたガ
イドラインが一般的かつ抽象的な（generell-
₅₂　監査事務所の監督に関する連邦監査監督庁の命令（Verordnung vom ₁₇. März ₂₀₀₈ der Eidgenössischen 











₅₅　委任することはできると解されている（e.g. Häfelin/Haller［₂₀₀₁］Rz.₁₈₉₀. Rhinow［₂₀₀₃］Rz.₂₄₉₇. See 
also Weber［₁₉₈₆］SS.₁₃₆ff. und ₁₄₀ff.）。もっとも、法規への適合性を確保するために、私的規制は国の
監督機関によって承認されるべきであると考えられている（e.g. Marti［₂₀₀₀］S.₅₇₀, Häfelin/Haller［₂₀₀₁］
Rz.₁₈₉₀）。職業教育法（Bundesgesetz vom ₁₃. Dezember ₂₀₀₂ über die Berufsbildung （Berufsbildungsgesetz, 
BBG））の₂₈条 ₂ 項が実例の ₁ つである（For details, see e.g. Marti［₂₀₀₀］SS.₅₆₇-₅₆₈, Häfelin/Haller［₂₀₀₁］
S.₅₅₂）。
₅₆　See also e.g. Imboden/Rhinow［₁₉₇₆］S.₃₈₁, V.
₅₇　連邦憲法₁₇₈条 ₃ 項は、行政の任務は、法律により、連邦行政に属さない公法上または私法上の組織
及び人に、これを委任することができると定めている。For details, see e.g. Lienhard［₂₂₀₂］SS. ₁₁₆₇-


























































（Verwaltungspraxis der Bundesbehörden （VPB） 
₄₁ （₁₉₇₇） Nr. ₁₁₀ （Stellungnahme der Justiz-
abteilung vom ₉. Mai ₁₉₇₇）、SS. ₁₀₆-₁₀₇. 
Bundesamt für Justiz ［₂₀₀₇］S.₃₆₅（Rz.₉₀₂））。
もっとも、裁判所は、ジュネーブの臓器移植
₅₉　法規は、市民が従う義務を負い、あるいは権限を与え、組織や手続きを設定する、直接的な拘束力を












₆₁　For details, see e.g. Hausheer［₁₉₇₆］S.₃₃₈, Marti［₂₀₀₀］S.₅₆₇, Häfelin/Haller［₂₀₀₁］S.₅₅₂, Waldmann
［₂₀₀₅］S.₂₃₀.
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しており（BGE ₁₂₃ I ₁₁₂）₆₂、連邦参事会も、
連邦司法省の法律意見に基づいて、私的組織
の技術的基準について動的参照を、その命令










































（Achleitner［₁₉₉₅b］S.₄₃₆. For details, see Oehry［₁₉₇₅］SS.₁₀₇-₁₀₈）。もっとも、上述のように、一定














Zünd［₁₉₈₅b］S.₂₅₄）。See also Weber［₁₉₈₇］SS.₂₈ und ₃₃.
₆₇　スイス会計基準審議会は、きわめてダイナミックな財務報告の領域において、厳格で複雑な立法手続






























協会は、Zünd と Behr に対して、財務報告と
してどのような要求をすべきかという問題に
関する専門報告書の作成を依頼し、Zünd と
Behr は、「 ₃ 層（drei Stufen）から成る構想」






























₇₀　For details, see Zünd［₁₉₉₁a］.
₇₁　これは、自主規制という思想に基づいて、₁₉₉₅年証券取引所及び証券取引に関する法律（Bundesgesetz 




しいと述べられていた（Zünd［₁₉₈₅b］p.₂₅₄. See also Weber［₁₉₈₇］S.₃₁.）。















審議会の勧告の適用は Domestic Standard ま


























undsätze anerkanter Accounting Prinzipien） と
いう意味における一般に受け入れられた商事
の原則となることを期待すると、スイス会計
基 準 審 議 会 は 述 べ て い る（Stiftung für 
Fachempfehlungen zur Rechnungslegung ［₂₀₀₅］
S.₁₁. See also Behr ［₁₉₉₄］S.₈₃₅）。
　また、Weber は、私的な規律が一般的に遵
守される段階に至れば、商慣習としての法的
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